
『民法典』を読み解く—契約編（下）

本稿は前回に引き続き、改訂後の通則を切口として、企業に与える影響を簡単

に説明致します

1.e コマース関連契約

e コマースの発展に伴い、インタ―ネット取引は、生活の一部として欠かせない

ものとなった。特に新型コロナウイルス感染拡大の衝撃を受けたあと、オフライ

ンでの多くの需要はオンラインに移転した。民法典に新設した関連条項は、去年

より実施した「電子商務法」と一致している。

法律原文（抜粋）：

第 512 条 速達で配送される商品の引渡しを目的とし、インタ－ネット等情報

ネットワークを通じて締結した電子契約では、荷受人が署名して受け取る時間を

引渡しの時間とする。サービス提供を目的とする電子契約では、その電子領収書、

あるいは実物の領収書に記載された時間をサービスの提供時間とする。上記の領

収書に時間の記載がない、または記載の時間が実際のサービス提供時間と一致し

ない場合、実際のサービスを提供した時間に準じる。

企業への助言：

オンラインサービスを提供する企業は、電子契約、及び物流の関連情報（送付、

署名等を含む）を適切に保管する必要があると考えられる。



2. 選択債務

民法典は、選択債務を定め、立法の空白を埋めた。選択権が形成権であり、債

権者はその指定した方法で契約履行を請求することができる。あわせて、一定の

条件の下での選択権の移転を規定した。それにより、柔軟な契約履行が可能にな

る。

法律原文：

第 515 条 債務者は複数の目的のうち一つのみを履行すればよい場合、選択す

る権利を有する。ただし、法律が別段の規定をし、または、当事者が別段の取決

めをし、または、他の取引慣習がある場合を除く。

選択権を有する当事者が所定の期限内に、または履行期間満了までに選択せず、

催告を受けた後も合理的な期限内に選択しない場合、その選択権は相手側に移転

する。

企業への助言：

契約を締結する際、将来の状況を明確に判断できない場合、相手側による履行

方法について、選択的債務を採用すれば、状況の変化に合わせて有利な意思決定

を行える。

3. 事情変更の原則

民法典は事情変更の原則を明確に定め、不可抗力を事情変更の範疇に含めた。

なお、仲裁機構も事情変更の有無を判断できるようになった。

法律原文（抜粋）：



第 533 条 契約が成立した後、契約の基本条件に締結時に予想できず、且つ取

引リスクに該当しない重大な変化が発生した結果、契約の履行が当事者の一方に

とって明らかに不公平である場合、不利な影響を受ける当事者は相手と交渉する

ことができる。合理的な期限内に合意することができない場合、当事者は人民法

院、または仲裁機構に契約の変更、あるいは解除を請求することができる。

企業への助言：

訴訟にとどまらず、仲裁でも事情変更を引用できるようになる。不可抗力で契

約の履行が明らかに不公平になった場合、事情変更の原則を引用して、契約の変

更を請求することが可能である。

3. 債務者の拒否権

現行の「契約法」によれば、債権者は債務を免除できる。民法典では債務者の

拒否権を新設した。

法律原文：

第 575 条 債権者が一部、または全部の債務を免除する場合、債権債務

の一部、あるいは全部は終了する。但し、債務者が合理的な期限内に拒否

した場合は除く。

企業への助言：

債権債務における利害関係は当事者同士に限らず、第三者に及ぶ場合が多い。

第三者との取引関係などを斟酌すれば、債務者が債務免除でかならずしも利益を

受けるとは限らない場合もある。このため債務者に選択（拒否）の権利を与える



のは、一定の意義があると考えられる。

本稿は当所弁護士の勉強の心得であり、具体的な事件に関する法律意見ではな

い。
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